
 

 

（別添３） 

 

【白石市】 

校務ＤＸ計画 

 

学校を取り巻くＩＣＴ環境が急速に変化する中で，ＩＣＴ環境の整備をはじめとした教育の

情報化の更なる推進・充実を図り，子どもたちが新しい時代を生きる力を育成することを目標

とした「第２期白石市学校教育情報化推進計画」において，校務ＤＸへ向けた取組として，以

下のとおり示している。 

基本方針４ ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善 

② 情報化による校務効率化 

ア 市教頭会，市教務担当者会と連携し，校務の情報化を進め，教職員の事務負担軽減を

図る。 

イ 書類作成や情報共有など，デジタルの活用によって効率化が図られた優良な実践事例

を広く周知する。 

本市では，令和５年１２月２７日付け５初修教第１５号通知『「ＧＩＧＡスクール構想の下

での校務ＤＸ化チェックリスト」に基づいた自己点検結果の報告について』に基づき，これま

での取組を見直してきた。今後も校務ＤＸに関する取組を加速させていく。 

 

１ クラウドサービスの活用 

(1) 現状と課題 

本市では，「教員と保護者間の連絡」「教員と児童生徒間の連絡」「学校内の連絡」に，

「Google Workspace for Education」や保護者連絡アプリを用いている。児童生徒の欠席等

連絡，学校から保護者へのお便り配信，児童生徒への宿題配信，職員間の情報共有等におい

て，クラウドサービスを用いたことで，業務の効率化，時間の有効活用，ペーパーレス化に

つながっている。 

しかしながら，学校間において活用の格差が見られる点が課題となっている。 

(2) 解決策 

活用が進んでいない学校の現状と課題を把握するとともに，引き続き好事例や先進的事例

に関する情報を提供し，校務ＤＸが推進されるよう継続して支援していく。 

 

２ ＦＡＸでのやり取り・押印の見直し 

(1) 現状と課題 

本市では，校務系内部ネットワーク内に「共有フォルダ」を構築し，「学校と学校間」

「学校と教育委員会間」「学校と給食センター間」の文書や資料の送付，データの授受に活

用している。また，教職員一人一人に「Google Workspace for Education」のメールアドレ

スを付与しており，外部との連絡に活用しているが，慣例的にＦＡＸを使用している場合が

少なくない状況である。 

押印については，「学校と教育委員会間」において，機微な情報を含む文書等への押印を

求めることがある。また「学校と保護者間」において，保護者等に提出を求める書類等につ

いて，原則として押印を求めないこととしているが，押印・署名が必要な書類が少なくない

状況である。 

 

 



 

 

(2) 解決策 

災害時や学校教育ネットワークの不具合時など，ＦＡＸの方が効率的な場合を除き，ＦＡ

Ｘの原則廃止に向けて，関係機関及び学校とやりとりのある事業者に対し，教育委員会から

慣行の見直しの依頼をする等，継続的に働き掛けていく。 

また，教育委員会内で押印を求めている業務や書類の有無と見直しの可否，見直しができ

ない場合の理由についての現状把握を行い，機微な情報を取り扱う場合を除き，公印省略で

取り扱うなど押印ルールの見直しを図っていく。 

 

３ 校務支援システムへの名簿情報の不必要な手入力作業の一掃 

本市で導入している校務支援システムは，児童生徒の名簿等の情報入力を手作業で行うこ

とも可能であるが，原則としてはＣＳＶ形式で作成した個人情報ファイルを取り込んで登録

することとしている。個人情報ファイルの取扱いに十分留意し，今後も継続して行っていく。 

 

４ 次世代の校務システムの導入 

(1) 現状と課題 

本市では，令和元年１２月より学校教育ネットワークを児童生徒の個人情報を取り扱う

「校務内部系」，メールの送受信やホームページの編集等，インターネットに接続して業務

を行う「校務外部系」，児童生徒が教育活動で利用する「学習系」の３つに分離し，インタ

ーネット経由から児童生徒の個人情報等にアクセスできない構成としている。そのため，個

人情報漏洩のリスクは限りなくゼロに近いものの，文部科学省が推奨する校務系・学習系ネ

ットワークの統合やクラウド環境での校務実施については検討段階である。 

また，本市では平成２６年度から統合型校務支援システムを導入しており，教務系（成績

処理，出欠管理等），保健系（健康診断票，保健室来室管理等），学籍系（指導要録等）な

ど幅広い業務で利用している。オンプレミス型で運用しているため，自宅や出張先での校務

処理ができないなどの課題が見られる。 

(2) 解決策 

現在，本市で導入している教育ネットワーク及び校務支援システムは，令和１０年度末ま

での運用予定となっている。国で行っている次世代の校務デジタル化実証事業の成果などを

参考にしながら，校務系・学習系ネットワークの統合やクラウド環境での校務の実施等を視

野に入れ，次世代の校務ＤＸを実現するシステムの導入の検討を進めていく。 


